
電子デバイス（ディスプレイ、半導体、電子部品、電池等）の市場、技術、業界動向を中心に 

NEWS TOPICS （No.123) 2025年 3 月             越石健司

■ディスプレイデバイス（液晶・有機 EL 他）・タッチセンサー・部材

□イー・インク 屋外広告ＥＰＤ ７５ｲﾝﾁを開発 2025.2.27 

イー・インクホールディングスが、これまでで最大となる７５ｲﾝﾁのサイネージＥＰＤ

「Kaleid 3 Outdoor」を発表した。白黒ＥＰＤフィルム上にＲＧＢｶﾗｰﾌｨﾙﾀｰｱﾚｲを使用 

して、4096 色と鮮明なテキストを提供し紙に近い視覚効果でﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂを視聴できる。 

□韓国 無機ＥＬで国策 R&D 開始 17の課題解決を支援         2025.2.27

韓国は無機ＥＬの技術確保のためのＲ＆Ｄプロジェクトをスタートした。無機ＥＬは、

マイクロ・ナノＬＥＤ、ＱＤなど無機素材を発行源とするディスプレイを指す。

ＯＭＤＩＡによれば、無機ＥＬ市場は２６年に１０億ドルから３５年には３２０億ドル 

と大きく伸びる見通し。 

□TV 用液晶 2～3%高 1 月大口、米関税前に駆け込み購入   2025.3.5 

テレビ用液晶パネルの大口取引価格が 2024 年 5 月以来、8 カ月ぶりに上昇に転じた。ト

ランプ米政権の関税引き上げを控えた駆け込み出荷を背景に、パネルメーカーと需要家

による指標品の 25 年 1 月価格の交渉は前月に比べ 2～3%の上昇で決着した。市場関係者

の間では、今後数カ月間にわたりパネル価格が上昇するとの見方が多い。 

□電源不要の次世代ＡＲディスプレイ技術                2025.3.6

「Ｂｅａｍｉｎｇ Ｄｉｓｐｌａｙ」方式による薄型ＡＲメガネ実現に向けて

東京大学 大学院情報学環の伊藤 勇太 特任准教授、大阪大学 産業科学研究所の中村 友

哉 准教授、クラスターメタバース研究所、ユニバーシティ・カレッジ・ロンドンによる

共同研究グループは、次世代ＡＲ表示技術「Ｂｅａｍｉｎｇ Ｄｉｓｐｌａｙ（ＢＤ）」

方式対応の薄型受光系を開発した。現在普及が進むメガネ型ＡＲデバイスは、表示素子

や計算ユニット、バッテリーを全て内蔵するために、装着感や性能向上には限界がある。

一方、ＢＤ方式のＡＲメガネは、環境側で映像を生成しメガネに投影することで軽量化

を実現。

□液晶 TV、55 型 7 万円切り 大型増産、競争激しく   2025.3.13 

コスパ重視の若者 安い中国製選ぶ液晶テレビの値下がりが止まらない。売れ筋の 55 イ

ンチ（型）は世界平均価格が 2年で 15%下落した。中国メーカーの台頭で大型を中心に価

格競争が進む。いまや日本でもコスパ重視の若い世代が選ぶのは大半が中国製だ。 

１ 



□Cellid ＭＷＣでＡＲ紹介 実用イメージ展示            2025.3.6

ＡＲグラス用ディスプレーや空間認識エンジンの開発を手がけるＣｅｌｌｉｄは、総額

２０億円を新たに資金調達した。また世界最大のﾓﾊﾞｲﾙ関連展示会「MWC ﾊﾞﾙｾﾛﾅ 2025」

に出展した。一般的なメガネレンズと同等の薄さと軽さを実現しながらフルカラーで

鮮明な画像を映し出す、世界最大級の視野角のガラス製およびプラスチック製ウェーブ

ガイドの開発でＡＲ業界を牽引している。

□INCJ､全ジャパンディスプレイ株売却 1547 億円損失確定       2025.3.14

INCJ（旧産業革新機構）は 14 日、液晶パネル大手のジャパンディスプレイ（JDI）の保

有株をすべて売却したと発表した。INCJはこれまで 4620億円の投融資をしており、1547

億円の損失が確定した。INCJ は活動期限を 2025年 3月までと定めており、保有株の売却

を進めている。JDI の 25 年 3 月期の半期報告書によると 24 年 9 月末時点で 0.26%保有し

ていた。JDI 株の 14 日終値は 17 円だった。14 年 3 月に新規株式公開（IPO）してから、

一度も公募価格（900円）に達していない。 

□シャープ 堺工場の土地や建物一部 ソフトバンクに売却   2025.3.14 

シャープは、テレビ向けの大型液晶パネルを生産していた大阪 堺市の工場の土地や建物

の一部について、ソフトバンクへの売却が完了したと発表した。これに伴い会社では、

754 億円の売却益を計上する見込みだとしている。シャープはこのほかに、積水化学工業

に堺市の本社工場の建物や設備を売却したほか、通信大手の KDDI との間でも土地や建物

の売却に向けた協議をしている。 

□東レ、車ガラス向け大型フィルム開発 情報表示鮮明に        2025.3.18

東レは 18日、自動車のフロントガラスに情報を表示するヘッドアップディスプレー

（HUD）向けの大型フィルムを開発したと発表した。ガラス全面に使える幅広いタイプで、

斜めからの光のみを反射させることで文字などが重ならず鮮明に表示できる。2025 年度

内に国内での量産開始を目指す。開発したナノ積層フィルム「PICASUS VT」は、160 セン

チメートルの幅で大型化に対応する。斜めからの光のみを反射するため、ガラスの間に

フィルムを挟むとガラス面では反射せずフィルム面のみで反射するため鮮明かつ奥行き

がある表現も可能だ。 ２ 



□ソニー、RGB を独立発光・制御 ディスプレーシステム年内量産 2025.3.17 

ＲＧＢの各色を独立駆動するＬＥＤバックライトシステム 

ソニーはＲＧＢ（赤、緑、青）の各色を個別に制御できる高密度ＬＥＤバックライトを

搭載した次世代ディスプレーシステムを開発した。各色が独立で発光するため、色の純

度が高く、広色域を広くカバーしている。映画の視聴やコンテンツ制作に適した豊かな

色彩や光の濃淡を再現できる。２０２５年中に量産を開始し、家庭用テレビやコンテン

ツ制作用のディスプレーへの搭載を計画する。

□めがね型端末に文字起こし機能 NTT ドコモ系など 通訳も OK、会話円滑に

 2025.3.20 

NTT ドコモ子会社でクロスリアリティー（XR）端末の開発を手がける NTTコノキューデバ

イスはアプリ開発の米新興 XRAI（エックスレイ）と協業したと発表した。エックスレイ

の持つ文字起こし・通訳技術を生かし、眼鏡型端末を活用した円滑なコミュニケーショ

ンを可能とする設計を目指す。コノキューデバイスの XR 眼鏡型端末「MiRZA（ミルザ）」

は文字起こし・通訳機能を備える。 

□ＨＫＣとライバオ 電子ﾍﾟｰﾊﾟｰ生産 G8.6 工場を稼働         2025.3.20

中国のＨＫＣ（恵科電子）とライバオハイテク（菜宝高科技）は、Ｇ8.6サイズの電子

ペーパー工場を立ち上げる。それぞれ工場を整備しており 2025年下期に順次生産を

開始予定している。

□ＰＱＲ（旧翔栄）が特別清算 負債額約 52 億円       2025.3.24日本経済新聞

液晶タッチパネルなどを手がけていた PQR（旧翔栄、群馬県伊勢崎市）が前橋地裁から特

別清算開始命令を受けたことが 24 日わかった。命令は 10 日付。帝国データバンク群馬

支店によると負債総額は約 52 億円。PQR は株主総会の決議により 2024 年 12 月末に解散

している。帝国データバンクによると、カーナビ向けディスプレーの受注が増加した 15

年 6 月期には売上高約 110 億円を計上したが、受注が低迷し業績が悪化していた。23 年

6 月に精密部品のリズムと事業譲渡契約を結んでおり、新会社のリズム翔栄（同市）が事

業を引き継いでいる。

３ 



■半導体

□インテル、米半導体工場の稼働 5年延期 経営再建に痛手         2025.3.2

米インテルは 28 日、米オハイオ州で建設する半導体の新工場の稼働を 2030 年以降に延

期すると発表した。当初の計画から 5 年以上の遅れとなる。半導体の受託生産事業で顧

客獲得が進んでいないため、生産能力の拡大ペースを減速する。新たな計画ではオハイ

オ州の 1つ目の工場を 30〜31年、2つ目の工場を 32 年に稼働させる。

□SBI、台韓 2 社と交渉 宮城半導体工場で協業              2025.3.7

ＳＢＩホールディングス（ＨＤ）が宮城県で建設を計画している半導体工場について、

台湾・聯華電子（ＵＭＣ）と韓国・ＳＫハイニックスを協業相手として交渉しているこ

とが分かった。当初、同計画は台湾・力晶積成電子製造（ＰＳＭＣ）と組んで進める予

定だったが、資金不足で頓挫した。ＳＢＩＨＤは協業成立に向けてＵＭＣ、ＳＫハイニ

ックスの双方とそれぞれ交渉を進め、計画を前進させる考えだ。

• 

□TSMC15 兆円、供給先に接近 アップルやエヌビディア          2025.3.8

半導体投資、北米回帰に協調

ＴＳＭＣが米国生産に大きく踏み込む。15 兆円に上る巨額の追加投資の背景には、米ト

ランプ政権による関税リスクの回避に加え、人工知能（AI）など先端半導体の主要顧客

である米アップルや米エヌビディアなどとの関係強化の狙いが透ける。 

□米の先端半導体シェア、30 年に 2割 AI向け              2025.3.8

台韓企業を誘致 生産、国内回帰鮮明に

人工知能（AI）や通信に使われる先端半導体において米国の世界生産シェアが 2030 年に

2 割強になることがわかった。21 年に比べて倍増する。台湾や韓国の企業を呼び込み、

AI 半導体を設計から生産まで米国内で完結する体制が整う。米国の半導体はアジアから

の輸入に頼っていたが、経済安全保障を背景にした生産の国内回帰が鮮明になる。 ４



□ラピダス量産、国費が先行 民間から出資なお低調 債務保証つけ支援へ法改正見込む

 2025.3.12 

2025 年度予算案の成立が確実になり、最先端半導体の量産を目指すラピダスへの政府出

資が実現する見通しとなった。今国会では金融機関の融資に債務保証をつける法改正な

ども見込まれる。政府による財源確保が着々と進む半面、肝心の民間出資はなお低調で

国費が先行している。 

□クォンタムメッシュ、高効率に液浸冷却 DC向けシステム        2025.3.12

Ｑｕａｎｔｕｍ Ｍｅｓｈ（クォンタムメッシュ）は、データセンター（ＤＣ）向けの

高効率な液浸冷却システム「ＫＡＭＵＩ（カムイ）」を開発した。閉鎖循環式の１相式

（単相式）独自液浸システムで、サーバー自体を冷却液に浸しサーバーから発生する熱

を吸収する。開発に当たり、ＥＮＥＯＳが提供するサーバー冷却用液浸冷却液「ＥＮＥ

ＯＳ ＩＸ Ｔｙｐｅ―Ｊ」を採用した

□エヌビディア、AI半導体「年 1回新製品」28 年まで投入 性能競争、優位性強固に

  2025.3.20 

米エヌビディアのジェンスン・ファン最高経営責任者（CEO）は 18 日、人工知能（AI）

の開発や運用に使う半導体について 2028 年まで年 1 回のペースで新製品を投入する計画

を明らかにした。性能競争でライバルを突き放し、7 割超の世界シェアを持つ AI 半導体

分野で自社の優位性を強固にしていく考えを示した。 

５ 



□ソフトバンク G、米半導体設計アンペア買収 1 兆円規模   2025.3.20 

ソフトバンクグループ（SBG）は 20 日、米半導体設計アンペア・コンピューティングを

65 億ドル（約 9700 億円）で買収すると発表した。SBG は英半導体設計大手アームに続き、

最先端の半導体関連企業を傘下に加える。トランプ米政権と約束した 70 兆円強の米国で

の人工知能（AI）インフラ投資や、日本国内で生成 AIを開発する戦略を加速する。 

□TSMC が悩む先端パッケージの反り、日本企業が素材で挑む         2025.3.19

三菱ケミなどが「ネプコンジャパン」で熱膨張抑える新材料

台湾 TSMC が次世代半導体パッケージの開発を進める中で、ある技術的な課題に直面して

いる。材料の熱膨張・収縮によって生じる基板の“反り”だ。実装基板の大型化に伴っ

て、反りの影響が無視できなくなってきた。解決には基板やシール材など素材の改良が

鍵を握る。日本の材料メーカー各社は、先端パッケージ向けの新素材開発に乗り出した。

 TSMC の先端パッケージ技術「CoWoS」のロードマップ 

複数の半導体チップを基板に高密度に集積することで高性能化を図る。世代が変わるごとに基板が大型化する傾向にあり、

それに伴い、反りの問題が顕在化してきた（出所：TSMC） 

三菱ケミカルの先端パッケージ向け負膨張フィラー 日本電気硝子の無機基板の試作品 

□世界最大級のダイヤ基板 パワー半導体向け オーブレー         2025.3.25

精密部品メーカーの Orbray はエレクトロニクス機器に適した世界最大級のダイヤモンド

基板を開発した。大きさは 2cm 角という。今後 2inch 径に大きくして、パワー半導体や

量子計算機など向けに 2026 年の製品化を目指す。

６ 



□EV 半導体、鈍る投資 日米欧大手が延期や人員削減 日本勢は負担減へ連携

 2025.3.25 

電気自動車（EV）などに使うパワー半導体でリストラの動きが広がってきた。最大手の

独インフィニオンテクノロジーズなど米欧大手が相次ぎ人員削減に着手し、ルネサスエ

レクトロニクスが投資を延期する。EV 市場の成長が想定よりも鈍化し、生産能力が過剰

になった。日本では投資負担を下げるために、連携の動きも出てきた。 

□ブイ・テクノ、レーザーダイシング参入 来年めど実用化 広帯域メモリー向け訴求

  2025.3.26 

ブイ・テクノロジーはレーザーを活用したダイシング（ウエハー切断）装置事業に進出

する。2026 年にも同装置を実用化し、まずは広帯域メモリー（ＨＢＭ）を対象に訴求す

る。ＨＢＭは世代を追うごとにＤＲＡＭの積層数が増える。この際、メモリーダイ（薄

片）が薄くなり、ダイシングなどの製造工程が難しくなる。この課題をレーザーで克服

する。現在のダイシング装置市場は、ブレードを使ったブレードダイシングが主流にな

っている。ディスコが市場シェアの約７割、東京精密が約２割を握る。 

□中国半導体装置、成長率は 4割台キープ 2025.3.20 

トップは NAURA が独走、AMEC は米系代替追い風に

中国の半導体装置大手 6 社の 2024 年売上高は、477 億元（約 9826 億円）に達し、成長

率は前年同様に 40％台を維持した。特に最大手のノーラ（NAURA、北方華創科技）は過

半シェアを有して他社を圧倒している。米国の対中装置輸出規制の影響で、24 年に必要

以上の装置を前倒しで導入したため、海外装置メーカーの中国販売は 25 年に前年割れす

る可能性が高い。ただし、中国では国産装置に置き換えが進行中で、中国製装置は 25 年

も高い成長が見込まれている。 

□光電融合、ブロードコムや TSMC がリード 影薄い日本         2025.3.25

生成 AI（人工知能）ブームが起爆剤となり、光電融合技術の開発が加速している。けん

引役は Broadcom、NVIDIA、TSMC の 3 社だ。日本企業は開発の主導権を握る立場には現状

おらず、競争上の課題になる。光電融合で開発が加速しているのは、光・電気配線の信

号変換を担う光学エンジンと IC をパッケージング基板にまとめて実装する「Co-

Packaged Optics（CPO）」である。                      ７



■新技術、材料、電池

□世界トップ級の量子計算機、年内に稼働 分子研や日立、国内初の方式 産業応用前進

  2025.3.1 

国の研究機関である分子科学研究所や日立製作所などは新型の量子コンピューターを

2025 年中に稼働する。国内初となる原子を使う方式で、世界トップ水準の性能になる。

スーパーコンピューターをしのぐ計算性能の実現に不可欠な大規模化に向く。米国のテ

ック企業が先行してきた実機の開発で、日本勢が追い上げる。 

□ソフトバンクなど、AIサーバーに直接液冷技術 ラック統合型開発 2025.3.3 

ソフトバンクと米ズータコア、台湾の鴻海精密工業は、米エヌビディアの画像処理半導

体（ＧＰＵ）「Ｈ２００」による高速計算処理技術を用いたＡＩ（人工知能）サーバーに

ズータコアの二相式直接液冷（ＤＬＣ）技術を実装した。ＡＩの普及で増え続けるデー

タセンター（ＤＣ）の消費電力抑制につなげる。

□国内初、駅のホーム屋根に「ペロブスカイト太陽電池」…JR 九州などが実証

  2025.3.5 

ＪＲ九州は日揮ホールディングス（ＨＤ）子会社の日揮などと、フィルム型ペロブスカ

イト太陽電池による発電をＪＲ博多駅で実証する。期間は１０月から約１年間。同電池

メーカーのエネコートテクノロジーズと３社で実施する。樹脂シートに装着した同電池

を駅ホームに設置し、耐久性などを検証する。大きさ４６５ミリ×３６０ミリメートル

の同電池５枚を在来線ホームの屋根に置く。出力合計は５０―８０ワットほど。軽量で

着脱が容易な点を折板屋根で生かす。 

□日本発ロケット、小型再使用に的   2025.3.7 

スタートアップが基盤技術を開発 スペース X依存脱却急ぐ

日本発の小型再使用ロケットが現実味を帯びてきた。スタートアップが繰り返し使える

ロケットのコア技術を開発した。2030 年にも商用化を計画する。世界で民間衛星の開発

が活発だが、大半は米国のロケットで衛星を宇宙に運んでいる。低コストで高頻度に日

本から打ち上げられれば、国内の宇宙衛星産業に弾みがつく。         ８ 



□シャープがタンデム型ペロブスカイト太陽電池を披露 2025.2.28 

シャープは「PV EXPO 2025 【国際】太陽光発電展」（2025 年 2 月 19～22 日、東京ビッ

グサイト）に出展し、エネルギーマネジメントソリューション「Eee コネクト」や開発中

のペロブスカイト太陽電池などを展示した。同社では現在、シリコンとペロブスカイト層

を組み合わせたタンデム型の開発に注力している。今回の展示では 2 つのタンデム型ペロ

ブスカイト太陽電池を展示。一つが電極を共通化する 2 端子型（透過型）、もう一つは電

極を別々にする 4端子型（分割型）だ。 

左が 2 端子タイプの透過型、右が 4 端子タイプの分割型  EV コンセプトモデル「LDK+」の屋根に設置 

□世界で最も正確な「光格子時計」を島津製作所が発売へ 2025.3.6 

…誤差は１００億年で１秒、１台５億円 

島津製作所は５日、世界で最も正確な次世代時計「光格子時計」の国産商用機の販売を

始めると発表した。世界初の実用化で、火山や地殻変動の観測など多様な用途での活用

が期待できるという。 

島津製作所が発売する光格子時計「イーサクロック」 

光格子時計の原理は２００１年、東京大の香取秀俊教授（６０）が考案した。レーザー

光で作った卵のパックのような格子状の微小空間に、小刻みに震えるストロンチウム原

子を閉じ込め、その振動を基に時間を計る。「１秒」の長さを定義している現行のセシウ

ム原子時計よりも１００倍以上精度が高く、１００億年で１秒ほどの誤差しか生じない。

９ 



□世界最高効率 85.2％ 富士通、GaN で実現   2025.3.21 

• ＧａＮ材料を用いたＨＥＭＴを検査 

富士通は産業や科学、医療分野で広く使用されている周波数２・４５ギガヘルツ（ギガ

は１０億）で、世界最高効率のマイクロ波パワーアンプ技術を開発した。高電圧に強く

電力損失の少ない窒化ガリウム（ＧａＮ）材料を用いた高電子移動度トランジスタ（Ｈ

ＥＭＴ）の製造において、独自手法をはじめ国産技術を結集。同社が２０２１年に達成

した電力変換効率（８２・８％）の世界記録を４年ぶりに更新し、シリコンなど他材料

との比較も含め、世界最高となる８５・２％を達成した。 

□フジプレアム、ペロブスカイト太陽電池で欧企業と協業  2025.3.19 ﾒｶﾞｿｰﾗｰﾋﾞｼﾞﾈｽ 

フジプレアムは、ペロブスカイト太陽電池の開発・製造を手掛けるポーランドのベンチ

ャー企業サウレ・テクノロジーズ（Saule Technologies）、および同社に出資する国内旅

行会社エイチ・アイ・エス（HIS）と協業すると発表した。フジプレアムは独自の精密貼

合技術や封止技術を持ち、太陽光パネル製品の開発・製造で実績がある。今回の協業で

は、サウレ・テクノロジーズが製造したペロブスカイト太陽電池セル（発電素子）を用

いた製品開発に取り組むとともに、製造についても相互に支援する。成果次第では、今

後 3社で生産能力を増強するための広範な協力関係に進む可能性もあるという。 

□ペロブスカイト実装急ぐ 薄さ・軽さ生かし設置確立          2025.3.25 

□EV 電池検査 競う日本勢   2025.3.31 

コニカミノルタ、特殊な光使い内部まで 三菱電機は汚れ・キズ検知 3倍速く

コニカミノルタや三菱電機が電気自動車（EV）用電池の検査装置の開発を競っている。

電池の品質不良は車両の発火事故につながる恐れがあり、製造工程で異物の混入などを

検知する技術のニーズは高い。得意とするセンサー技術で EVの周辺市場を開拓する。 

１０ 



■カーエレクトロニクス

□芝浦機械、EV 部品一体成型 「ギガキャスト」でコスト大幅減 機械メーカー競争激化

 2025.3.4 

芝浦機械が自動車部品を一体成型する新技術「ギガキャスト」市場に参入する。3月中にも同 

技術に活用するアルミ鋳造設備を発売し、年間 10台の販売を目指す。ギガキャストは電気自 

動車（EV）の製造工程やコストの大幅削減が見込まれ、米テスラやトヨタ自動車などが採用に動 

く。産業機械メーカーもこうした需要を取り込もうと、開発を急ぐ。 

□EV 補助統一、EU が検討 車大手救済へ需要喚起 自動運転の規制も緩和

 2025.3.7 欧州

連合（EU）の執行機関である欧州委員会は 5 日、低迷する EU 域内の自動車産業の救済策

を盛り込んだ行動計画を発表した。電気自動車（EV）の購入支援・補助を拡充し、EV 需

要を喚起する。自動運転や新車の二酸化炭素（CO2）排出を巡る規制を緩和し、車大手が

新技術に投資しやすい環境を整える。 

□トヨタ系、スマホでモバイル運転免許証 日本初の実証へ 2025.3.9 

トヨタ自動車などがモバイル運転免許証を使った日本初の実証実験を始める。免許証を

搭載したスマートフォンを車内の専用機器で識別し、運転できるかどうかを確かめる。

モバイル免許証は偽造が難しく、レンタカーなどの利便性向上につながるとみられてい

る。トヨタと電通が出資するトヨタ・コニック・アルファ（東京・千代田）が 14 日から、

九州大学でモバイル免許証を使ったレンタカーサービスを検証する。      １１ 



□ＥＶ、充電 5分で 400 キロ BYD が新技術 ガソリン車並み、株価は最高値

  2025.3.19 

中国の自動車大手、比亜迪（BYD）は 17日、5分間で航続距離 400 キロメートル分を充電

できる電気自動車（EV）用の新たな車台（プラットホーム）を開発したと発表した。ガ

ソリン車での給油と同程度の時間になるという。

□車載電池 CATL、高機能品で攻勢 EV逆風でも強気 採算向上、シェア首位固め

 2025.3.20 

中国の車載電池最大手、寧徳時代新能源科技（CATL）が世界市場で攻勢を強める。欧米

で電気自動車（EV）の普及にブレーキがかかり競合の韓国勢の業績は落ち込むが、CATL

は高性能電池を相次ぎ投入して採算性を向上。電池搭載量の世界シェアは 4 割に迫る。

生産能力のさらなる増強を進めて首位固めを狙う。 

□三菱自、鴻海と協業 EV で中国勢に対抗 豪・NZ で販売        2025.3.24

三菱自動車が台湾・鴻海精密工業と協業する。三菱自は早ければ２０２６年にも鴻海の

小型スポーツ多目的車（ＳＵＶ）「モデルＢ」の電気自動車（ＥＶ）モデルの供給を受け、

豪州・ニュージーランドで販売する見通しだ。同地域でＥＶの車種を追加し、世界で勢

力を広げる中国勢に対抗する。

□トヨタ、EV電池工場延期 福岡で計画 需要減速 戦略見直し   2025.3.26 

トヨタ自動車が電気自動車（EV）戦略の見直しに着手した。福岡県内で計画している EV

向け電池工場の建設を遅らせることが 25日、明らかになった。EV市場は世界で減速し、

トランプ米政権が関税引き上げや EV 普及策の転換を打ち出すなど不透明感が高まってい

る。足元ではハイブリッド車（HV）の需要が増加しており、EV の生産体制を再構築する。 

１２ 



■通信 ５Ｇ/６Ｇ(第５世代/第６世代)、１０Ｇ

□携帯見本市、AI が競争軸 ソフトバンクは通信を快適に         2025.3.4

世界最大級のモバイル関連見本市「MWC2025」が 3 日、スペイン・バルセロナで始まった。

今回は通信と人工知能（AI）の融合が注目点になる。開幕に合わせてソフトバンクは AI

を活用し、利用者が集中したエリアなどでもスマートフォンを快適に使える実証実験に

成功したと発表した。急速に広がる AIは通信業界でも重要な競争軸になっている。

□京セラ 電波屈折フィルム 柔軟で高い透明性 2025.3.20 

京セラは電波の進行方向を所望の方向に変えることができる透明メタサーフェイス 

屈折フィルムを開発した。ミリ波５Ｇならびに６Ｇなどのサービスエリア拡大に 

貢献する。 

■脱炭素/カーボンニュートラル、ＳＤＧｓ

□電池からリチウム回収、低コストに 弘前大とトヨタ研究       2025.3.11

弘前大学は使用済みの電池からリチウムを効率よく回収する技術を開発し、トヨタ自動

車などと共同研究を進める。鉱石から精製する場合の約 10 分の 1 の価格で回収できる見

込みだ。リチウムは高価なコバルトなど他の金属に比べて再利用が遅れてきた。2020 年

代後半の実用化を目指す。

□大日印と日東電工、アップサイクル製品を展示            2025.3.18

大日本印刷（ＤＮＰ）と日東電工は、両社の工場で排出されるプラスチック材をリサイ

クルして価値を高めるアップサイクルを通じて、新しい製品・サービスを開発する。第

１弾として、図書館総合研究所と再資源化したプラスチックを使用した図書館向けの組

み立て式本棚やブックスタンドなどを開発。20 日~4 月 20 日に東京都北区の公益施設・

ジェイトエルで展示する。                        １３ 



□車塗装時の CO2 を 6割減 日本ペイント系など乾燥必要なし      2025.3.12

日本ペイントホールディングス子会社とトヨタ系部品メーカーの内浜化成（愛知県豊田

市）は自動車塗装時の二酸化炭素（CO2）排出量を 6 割削減できる技術を共同開発したと

発表した。部品の樹脂を成形しながら塗装するため、従来必要だった乾燥に必要な設備

や時間が不要になる。内浜化成が製法を、自動車用塗料を手掛ける日本ペイント・オー

トモーティブコーティングスが製法に合う塗料をそれぞれ開発した。

□石炭火力、春・秋に停止 JERA 脱炭素へ 26 年度にも        2025.3.21

JERA は 2026 年度にも閑散期に一部の石炭火力発電所を休止する。冷暖房の使用が減る春

と秋は電力の需要が下がるため通年運転をやめ、夏と冬を中心とした運転にする。ベー

スロード電源として電力を安定供給してきた石炭火力は二酸化炭素（CO2）の排出量が多

く、欧州では縮小の動きが広がる JERAは石炭火力で国内首位。 

■企業動向、製品動向

□全人代 2025 中国、科学技術費 10%増 AI・ロボット・先端半導体 自前でﾊｲﾃｸ振興

2025.3.12 

中国政府は 2025 年の科学技術予算を前年比 10%増やす。国の機関における人工知能

（ AI）などの基礎研究を拡充するほか、先端半導体を開発するメーカーへの補助を厚く 

する。トランプ米政権との対立が長引くと見据え民間も巻き込みハイテクの向上を急ぐ。 

□Ｍ＆Ａ受け入れ、新興企業で活発 被買収件数、5 年で最多 日本版 GAFA 生む契機に

 2025.3.13 

国内のスタートアップで M&A（合併・買収）が目立ってきた。民間調査によると 2024 年

にスタートアップが買収された案件は過去 5 年で最多だった。出資者の利益を確定する

「出口戦略」として自社の売却を選ぶ企業や、他社の買収で成長を目指す企業が増えて

いる。米国とはまだ開きがあるが、産業の新陳代謝を加速する大きなカギとなる。１４ 



□原発 回帰 ＡＩ時代、世界と日本の選択               2025.3.17

未曽有の原発事故をもたらした東日本大震災から 14 年が経過した。この間、脱炭素化や

ウクライナ危機などでエネルギーを取り巻く世界の状況は一変した。開発競争が巻き起

こる生成 AI（人工知能）向けデータセンターの増設計画が相次ぎ、先進国を中心に、電

力需要が専門家の想像をも上回る勢いで増えかねない。そんな中、大容量の脱炭素電源

を求める米ビッグテックがこぞって投資に動いているのが原発だ。中国や東南アジアで

も建設や計画が相次ぐが、日本は多くの未稼働原発を抱え、新設にはほど遠い。世界で

進む「原発回帰」。日本は 3.11の教訓を糧に、原子力をどう再定義するのか。 

□日本板硝子、高機能ガラス用途開拓 海外にマーケ拠点         2025.3.20

日本板硝子は高機能ガラス製品を扱う「クリエイティブ・テクノロジー事業部門」の競

争力強化に乗り出す。環境とデジタル、オプティカルの３市場を中心に取り組む用途開

拓を充実させるとともに、グローバルでマーケティング拠点の開設を推進。２５年には

米国オハイオ州にも拠点開設を予定する。
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□アマゾンがフル出社回帰 家だと人は怠ける？「脱テレワーク」が先進企業で再燃

偶発的な立ち話が創造性生む利点も ハイブリッド勤務が多数派      2025.3.23

米ＩＴ大手アマゾンが、コロナ禍で定着した社員の在宅勤務をやめ、週５日のフル出社

を義務づけた。在宅勤務に適しているとされ、その旗振り役でもあったＩＴ企業で出社

を求められたことに、反発する働き手もいる。

□現代自、米で 3 兆円投資 関税回避狙う 製鉄所建設など        2025.3.25

韓国の現代自動車グループは 24 日、米国で今後 4 年間に 210 億ドル（約 3.1 兆円）を投

資すると発表した。米ルイジアナ州に 60億ドルを投じて製鉄所を建設するほか、90億ド

ルで米国の自動車生産能力を 7 割増の年間 120 万台に増やす。トランプ米政権の関税を

見据え、自動車大手の米国投資が本格化してきた。 

□ＢＹＤ、5 年で売上高 6倍                       2025.3.26

EV 販売台数はテスラと拮抗 「稼ぐ力」に課題、高価格品カギに

中国の自動車大手、比亜迪（BYD）の急成長が続いている。電気自動車（EV）やプラグイ

ンハイブリッド車（PHV）の販売台数の増加がけん引し、直近 5 年で売上高は 6 倍に拡大

した。一方で自動車関連事業の利益率の伸びは頭打ちとなっており、今後は高価格帯ブ

ランドを育てていけるかがカギを握る。

□国内車産業 13 兆円に打撃 米追加関税 25%、来月 3日発動 2025.3.28 

部品も対象 輸出減で空洞化懸念

トランプ米大統領は 26 日、輸入自動車に 25%の追加関税を課すと発表した。日本からの

輸入車も対象になる。日本の対米輸出総額の 3 割弱を占める自動車産業への影響は避け

られない。最大で 13兆円の経済価値が打撃を受ける可能性がある。 

１６ 



□マスク氏の AI 会社、Xを買収 事業統合で投稿データ活用       2025.3.30

米起業家のイーロン・マスク氏は 28日、自身が率いる人工知能（AI）開発企業の米 xAI

（エックスエーアイ）が SNS 運営の米 X（旧ツイッター）を買収したと発表した。統合に

より、高度な AIと利用者の投稿データが集まる SNS を一体で経営していく狙いがある。 

■ＡＩ、生成ＡＩ

□アドビ「誰でも創作者」新機軸                   2025.3.5

生成 AIで動画、裾野広げる 独自データで権利侵害対策

生成 AI（人工知能）が急速に発達するなか、影響を真っ先に受けそうなのがソフトウエ

ア業界だ。米アドビは主力の画像処理ソフトなどの分野で生成 AIを活用し、クリエータ

ーの裾野を広げる戦略を描く。20年近く同社を率いるシャンタヌ・ナラヤン最高経営責 

任者（CEO）へのインタビューから AI時代を勝ち抜く道筋を探る。 

□ソフトバンク G、AIロボ 150 兆円投資 全米で工場群計画 2025.3.29 

ソフトバンクグループは全米で人工知能（AI）を備えた工場を集積した産業団地をつく

る検討に入った。米政権と 1兆ドル（約 150兆円）を超える投資を約束する可能性があ 

り、発表済みの 5000億ドルの AI網整備を超える大型計画になる。労働力の不足をにら 

み、AIを搭載したロボットが自律的に稼働する工場群をめざす。 １７ 



■その他

□お相撲さん半減？ 改革へ「待ったなし」古い慣習・低待遇が壁、引退後の支援カギ

 2025.3.3 

大相撲の力士数減少に歯止めがかからない。3月の春場所の番付に載った力士数は 588人

と平成以降でほぼ最少となり、「若貴兄弟」ブームだった 1994年夏場所（943 人）のピー

クから 6 割の規模に縮んだ。将来の半減も現実味を帯びる。担い手のいない世界に明る

い未来はない。大相撲は持続可能なのだろうか。 

□日経企業イメージ調査 トヨタが首位 開発力など高評価        2025.3.1

日本経済新聞社と日経広告研究所は「第 37 回日経企業イメージ調査」をまとめた。ビ

ジネスパーソンが抱く企業イメージの総合得点ランキング（調査 21 項目の平均得点=

総合得点）はトヨタ自動車が 1 位となった。研究開発力・商品開発力などが評価され

た。今回から調査方法を一部変更したため単純比較はできないが、トヨタの 1 位は 24

年連続。総合得点では 2 位のグーグル、3位の任天堂が僅差で続いた。

□米中分断の波、科学界にも 在米研究者を締め付け/共同論文や留学生減少

 2025.3.13 

米国に拠点を置く中国出身の科学者が研究の継続に懸念を深めている。第 2 次トラン

プ政権のもと対中政策が厳しくなり、科学界でも米中分断が進むとみるからだ。 

第 1 次政権ではスパイ取り締まりの対象となり米国を離れる研究者が増えた。二大科

学大国の分断で医療・気候変動など人類が抱える共通課題の解決が遅れる恐れがある。 
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□分厚い教科書、理想手探り 20 年でページ 3倍 知識×思考力の両立途上

 2025.3.23 

小中高で使用する教科書が厚みを増している。小学校の教科書のページ数は 20 年で 3 倍

近く、中学校は 2 倍近くに膨れ上がった。「脱ゆとり教育」以降、児童生徒が学ぶ量は増

えたが学習指導要領が掲げる主体的な学びをｻﾎﾟｰﾄする教員の育成は追いついていない。 

□デジタル世界最強 台湾に学べ ＴＳＭＣ・鴻海生む逆境突破力    2025.3.24

台湾が、世界経済の浮沈を左右する戦略的な要衝となっている。半導体の巨人・台湾積

体電路製造（TSMC）が最先端半導体の製造を独占し、一強状態が続く。米中関係が緊張

する中で戦略物資となった半導体を巡り、台湾の地政学的な重みは一段と増している。

ハイテク産業が域内経済を押し上げ、1 人当たり域内総生産（GDP）は 2024 年に日本を

超えた。 

□高輪軸に稼ぐ年商 1000 億円 ゲートウェイシティ開業         2025.3.28

JR 東、スイカで結ぶ「広域品川圏」

JR 東日本は 27日、東京都心の新街区「高輪ゲートウェイシティ」を街びらきした。交通

系 IC サービス「Suica（スイカ）」に集まるビッグデータを連動させ、日々の暮らしや健

康、環境に関わる技術革新を生み出すための実験場の機能を持たせる。国内外の来街者

が行き交う日本の玄関口として新たな収益基盤に育てる。

以上
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図表、写真 の出所一覧（WEB、電子版を含む） 

■ディスプレイデバイス（液晶・有機 EL他）・タッチセンサー・部材

・２０２５．３．１３  日本経済新聞 

・２０２５．３．１７  日刊工業新聞 

■半導体

・２０２５．３．７   日刊工業新聞 ・２０２５．３．８ 日本経済新聞  

・２０２５．３．８ 日本経済新聞 ・２０２５．３．１２ 日本経済新聞

・２０２５．３．２０  日本経済新聞 ・２０２５．３．１９ 日本経済新聞

・２０２５．３．２５  日本経済新聞 ・２０２５．３．２５ 日本経済新聞

■新技術、材料、電池

・２０２５．３．１ 日本経済新聞 ・２０２５．３．７ 日本経済新聞  

・２０２５．２．２８  ＩTmedia ・２０２５．３．６  読売新聞 

・２０２５．３．２１  日刊工業新聞 ・２０２５．３．２５ 日刊工業新聞

・２０２５．３．３１  日本経済新聞 

■カーエレクトロニクス

・２０２５．３．４ 日本経済新聞 ・２０２５．３．７ 日本経済新聞 

・２０２５．３．２０  日本経済新聞 ・２０２５．３．２６ 日本経済新聞

■通信 ５Ｇ/６Ｇ(第５世代/第６世代通信)、１０Ｇ

・２０２５．３．４   日本経済新聞 

■脱炭素/カーボンニュートラル、ＳＤＧｓ

・２０２５．３．１１ 日本経済新聞 ・２０２５．３．２１  日本経済新聞 

■企業動向、製品動向

・２０２５．３．１１ 日本経済新聞 ・２０２５．３．１２  日本経済新聞 

・２０２５．３．１３ 日本経済新聞 ・２０２５．３．１７  日経ビジネス 

・２０２５。３．２０ 朝日新聞  ・２０２５．３．２５  日本経済新聞 

・２０２５．３．２６   日本経済新聞 ・２０２５．３．２８  日本経済新聞 

■ＡＩ、生成ＡＩ

・２０２５．３．５ 日刊工業新聞 

■その他

・２０２５．３．３   日本経済新聞 ・２０２５．３．１  日本経済新聞 

・２０２５．３．１３  日本経済新聞 ・２０２５．３．２３ 日本経済新聞

・２０２５．３．２４  日経ビジネス ・２０２５．３．２８ 日本経済新聞


